
地方分権改革の総括と展望について

１．地方公共団体への調査
これまでの分権改革による制度改正等の成果の活用事例・課題を調査。

＜調査項目例＞
・ 地域における自主的・自立的な施策の展開事例や国の関与の縮小事例
・ 義務付け・枠付けの見直しに伴う独自条例の状況
・ 基礎自治体への権限移譲によるメリット・課題、対応策等
・ 条例による事務処理特例制度の活用状況・運用実態
・ 特に取組が求められる政策分野の深掘り（土地利用、社会保障、教育 等）

２．学識経験者・地方六団体からのヒアリング

３．上記１・２を踏まえ有識者会議における調査審議

年内に「総括と展望」の中間取りまとめ

平成５年の衆参両院の「地方分権の推進に関する決議」から今年で２０年。
分権改革は地方公共団体での実践の段階に入り、一定の成果が現れている。

・ 優良事例を収集し、課題を抽出するなどこれまでの取組を総括。
・ 上記の総括を踏まえ、分権改革の今後の展望を取りまとめ、今後取り組む

べき方向性を明らかにする。
・ 併せて、国民・地方に改革の成果や優良事例を分かりやすく発信。

改革の成果の国民･地方へのＰＲ総括と展望のための当面の取組

２ 地方の現場におけるＰＲ

○ 有識者会議 地方懇談会（仮称）
趣旨： 地方からの意見聴取・自治体職員の啓発
時期： 来年１～３月 開催回数： ２回程度

○ 地方分権改革シンポジウム（仮称）
趣旨： 国民に対して改革の取組や成果を広くＰＲ
時期： 来年６～７月頃

地方分権改革有識者会議の議論テーマ
① 地方分権改革の総括と展望
② これまでの改革の成果を国民に実感を持っ
て理解いただくための取組

③ これまで実現していない事項（国から地方への事
務・権限の移譲等）の実施（現在、推進中）

①
②

１ ホームページやＳＮＳを活用したＰＲ
・ 地方分権改革に関するホームページの再構築
・ Facebook、Twitter等による能動的な情報発信
・ 各地の地方分権改革の旗手のネットワーク化
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